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１．四半期財務情報の作成等に係る事項
   ①会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無    ：    有 

   内容については、四半期財務情報作成のための基本となる事項欄に記載しております。

   ②最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無    ：    無

   ③連結及び持分法の適用範囲の異動の有無    ：    無

２. 平成19年 3月期第１四半期財務・業績の概況（平成 18年 4月 1日 ～ 平成 18年 6月 30日）

(1)経営成績(連結)の進捗状況    （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

経　常　収　益 経　常  利  益
 百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％

19年3月期第1四半期 10,396 1,153
18年3月期第1四半期 10,974 △ 903
(参考)18年3月期 45,945 7,454  2,710

 円 銭  円 銭

19年3月期第1四半期 5 22             －  
18年3月期第1四半期 △ 8 70             －  
(参考)18年3月期 11 23             －  
(注)経常収益、経常利益、四半期(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年同四半期(前期)増減率を示しております。

(2)財政状態（連結）の変動状況

百万円            百万円 ％ 円 銭

19年3月期第1四半期 1,781,556 60,090 247   1
18年3月期第1四半期 1,788,134 62,819 260 25
(参考)18年3月期 1,786,372  63,163 261 75
(注)「自己資本比率」は、(期末純資産の部合計－期末少数株主持分)を期末資産の部合計で除した比率であり、「銀行法第14条

      の２の規定に基づき自己資本比率の基準を定める件」(平成５年３月31日付大蔵省告示第55号)に基づいて算出する連結自

      己資本比率ではありません。

３．平成19年3月期の連結業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日）

平成19年3月期中間期及び通期業績予想は、平成18年5月23日に公表いたしました数値から変更ありません。
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                   株式会社東和銀行

                         （単位：百万円）
当四半期 前年同四半期  (参  考)  
（平成19年3月期 （平成18年3月期 増    減 平成18年3月期末 増    減
第1四半期末） 第1四半期末） (A-B) (C) (A-C)
(A) (B)

27,429 34,167 △ 6,738 34,373 △ 6,944
44,495 54,945 △ 10,450 43,932 563
1,131 1,363 △ 232 1,118 13
380 165 215 123 257

468,648 488,776 △ 20,128 470,024 △ 1,376
1,185,608 1,151,915 33,693 1,183,652 1,956
1,519 2,116 △ 597 985 534
11,588 13,089 △ 1,501 11,195 393
－ 37,757 － 37,464 －

36,183 － － － －
1,697 － － － －
12,957 17,148 △ 4,191 12,662 295
9,502 10,645 △ 1,143 9,880 △ 378

△ 19,586 △ 23,956 4,370 △ 19,040 △ 546
1,781,556 1,788,134 △ 6,578 1,786,372 △ 4,816
     
1,668,254 1,667,131 1,123 1,666,126 2,128
1,152 1,106 46 1,174 △ 22
1,636 1,821 △ 185 1,683 △ 47
82 74 8 76 6

15,000 15,000 － 15,000 －
8,381 13,065 △ 4,684 10,713 △ 2,332
13 13 △0 477 △ 464

13,480 13,687 △ 207 13,616 △ 136
128 － 128 160 △ 32
3,834 2,500 1,334 3,834 －
9,502 10,645 △ 1,143 9,880 △ 378

1,721,466 1,725,046 △ 3,580 1,722,744 △ 1,278
   
－ 267 － 464 －

   
－ 35,565 － 35,565 －
－ 14,517 － 14,517 －
－ 1,668 － 6,435 －
－ 3,683 － 2,307 －
－ 7,448 － 4,424 －
－ △ 65 － △ 88 －
－ 62,819 － 63,163 －

－ 1,788,134 － 1,786,372 －

  
35,565 － － － －
14,516 － － － －
6,972 － － － －
△ 78 － － － －

株 主 資 本 合 計 56,977 － － － －
330 － － － －
2,307 － － － －

評価・換算差額等合計 2,637 － － － －
475 － － － －
60,090 － － － －
1,781,556 － － － －

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。  

 

資 本 金

自 己 株 式
資 本 の 部 合 計

自 己 株 式

利 益 剰 余 金
土 地 再 評 価 差 額 金
その他有価証券評価差額金

（ 資 産 の 部 ）
現 金 預 け 金
コールローン及び買入手形

科 目

買 入 金 銭 債 権
商 品 有 価 証 券
有 価 証 券
貸 出 金
外 国 為 替
そ の 他 資 産
動 産 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

有 形 固 定 資 産
無 有 形 固 定 資 産

借 用 金
外 国 為 替

支 払 承 諾 見 返
貸 倒 引 当 金
資 産 の 部 合 計
（ 負 債 の 部 ）

比較四半期連結貸借対照表

資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金

資 本 金

再評価に係る繰延税金負債
支 払 承 諾
負 債 の 部 合 計

預 金
コールマネー及び売渡手形

社 債
そ の 他 負 債
賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金

（ 純 資 産 の 部 ）

負債、少数株主持分及び資本
の 部 合 計

資 本 剰 余 金

繰 延 税 金 負 債

（ 少 数 株 主 持 分 ）
少 数 株 主 持 分
（ 資 本 の 部 ）

純 資 産 の 部 合 計
負債及び純資産の部合計

その他有価証券評価差額金

少 数 株 主 持 分

土 地 再 評 価 差 額 金
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       株式会社東和銀行

           （単位：百万円）
当四半期 前年同四半期  (参  考)
（平成19年3月期 （平成18年3月期 増    減 平成18年3月期
  第１四半期）   第１四半期） (A-B)

 （Ａ）  （Ｂ）   （Ｃ）

10,396 10,974 △ 578 45,945

7,717 7,893 △ 176 31,215

6,613 6,946 △ 333 27,527

1,003 859 144 3,398

1,423 1,390 33 5,701

35 378 △ 343 513

1,220 1,311 △ 91 8,514

9,242 11,877 △ 2,635 38,490

278 263 15 1,058

154 138 16 558

815 853 △ 38 3,449

0 － 0 3

5,893 6,269 △ 376 24,184

2,255 4,490 △ 2,235 9,794

1,153 △ 903 2,056 7,454

147 187 △ 40 1,486

4 1,797 △ 1,793 2,254

1,297 △ 2,513 3,810 6,686

17 74 △ 57 85

－ － － 4,318

18 △ 487 505 △ 427

1,261 △ 2,101 3,362 2,710
（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
      ２．当四半期、前年同四半期の法人税等調整額は、法人税、住民税及び事業税に含めて一括掲記しております。
 
          として一括計上しております。 

(３ヵ月累計)

比較四半期連結損益計算書

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

（ う ち 貸 出 金 利 息 ）

科 目

（うち有価証券利息配当金）

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

（ う ち 預 金 利 息 ）

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益

(12ヵ月累計)

 (３ヵ月累計)

特 別 損 失

税金等調整前四半期（当期）純利益

特 別 利 益

経 常 利 益

少 数 株 主 利 益
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       株式会社東和銀行

 （単位：百万円）

剰余金の配当

四半期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の当
四半期の変動額(純額)

 
（単位：百万円）

剰余金の配当

四半期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の当
四半期の変動額(純額)

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

平成18年3月31日残高

当四半期の変動額

当四半期の変動額合計

平成18年6月30日残高

平成18年3月31日残高

当四半期の変動額

株     主     資     本

自己株式 株主資本合計

35,565 14,517 6,435

当四半期の変動額合計

平成18年6月30日残高

利益剰余金

△ 1 △ 0

－

△ 88 56,431

資本金 資本剰余金

△ 724

1,261

△ 724

△ 2

11

6,972 △ 78

13

△ 2

△ 1 536 10 546

純資産合計

56,977

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金
評価・換算差額
等合計

評  価  ・  換  算  差  額  等

35,565

4,424

14,516

－ 2,307 6,732

△ 724

1,261

△ 2

475 60,090

△ 4,094

11

△ 4,094 △ 4,094

330 － 2,307 2,637

△ 3,537

10 △ 4,083

少数株主持分

464 63,628

四半期連結株主資本等変動計算書

10△ 4,094－ －

1,261
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四半期財務情報作成のための基本となる事項 

 

 

  当行は、中間(連結)財務諸表等の作成基準をベースとしつつ、以下のとおり投資者等の利害関係者の
判断を大きく誤らせない範囲で一定の簡便な手続きを採用しております。 
 
 
［ 簡便な手続きの内容 ］ 
  １．貸倒引当金の計上基準 
     当四半期末の貸倒引当金は、平成 18 年６月末の自己査定結果による債権残高を基準としておりま   
   すが、正常先・要注意先にかかる一般貸倒引当金繰入及び破綻懸念先にかかる個別貸倒引当金繰入に 
   ついては、平成 18 年３月期において適用した貸倒実績率に基づき計上しております。 
     なお、部分直接償却は実施せず、個別貸倒引当金として計上しております。 
 
  ２．法人税等の計上基準 

   当四半期の法人税等調整額は、「法人税、住民税及び事業税」に含めて一括掲記しております。 
     また繰延税金資産については、その他有価証券評価差額に係る繰延税金資産(負債)の残高を除いて 
   前期末より原則見直しておりません。 
 
 
 

平成 19 年３月期第１四半期説明資料 

 
  当行の平成 19 年３月期 第１四半期(平成 18 年４月１日から平成 18 年６月 30 日)における四半期情
報について、お知らせします。 
  
１．平成 19 年３月期第１四半期の業績  【単体】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・   当第１四半期のコア業務純益は、前年同期比 1 億円増の 19 億円となり、中間期予
想の 57％の達成率と概ね計画どおり推移しました。 
  経常利益は、不良債権処理額が 10 億円（前年同期比 10 億円減）、株式等償却が 2
億円（前年同期比 9 億円減）となったことなどから、前年同期比 20 億円増の 10 億円
となりました。 

      四半期純利益は、固定資産の減損損失などの特別損失が減少したことから 11 億円 
    (前年同期比 31 億円増)となりました。 
 

1,878

685 790

1,825

-987
-1,947

1,999

1,041
1,163

-2,000

-1,000

0

1,000

2,000

百万円

16年6月 17年6月 18年6月

コア業務純益 経常利益 四半期純利益
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                                                            (単位：百万円)         (単位：百万円) 

  平成 19年 3月期 

第１四半期 

(３ヵ月間) 

平成 18年 3月期 

第１四半期 

   (３ヵ月間) 

 
平成 18年 3月期 
第１四半期比 

 

平成 19年 3月期 
中間期予想値 

(６ヵ月間) 

 業 務 粗 利 益              7,850 8,301   △451 

資    金    利    益  7,423 7,617   △194 

役 務 取 引 等 利 益    392   305      87 

 

そ の 他 業 務 利 益               34   378   △344 

 経費(除く臨時処理分)  5,849 6,129   △280 

 業務純益(一般貸倒繰入前)  2,001 2,172   △171 

一般貸倒引当金繰入額              △264  △203    △61 

 

 
 
 
 
 
 
 

業 務 純 益              2,265 2,375   △110 3,000 

 コ ア 業 務 純 益             1,999 1,825    174 3,500 

臨 時 損 益             △1,224 △3,363      2,139 

不 良 債 権 処 理 額             1,020  2,069 △1,049  

株 式 等 関 係 損 益              △277 △1,247     970 

 
              

              

経 常 利 益              1,041  △987   2,028 

 

1,900 

特 別 損 益                134   △898   1,032  

四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益              1,163  △1,947   3,110  1,300 

 
 
２．「金融再生法ベースのカテゴリーによる開示」   【単体】     
 
                                                  （単位：億円）         （参考）（単位：億円） 

 平成18年6月末 平成17年6月末 平成18年3月末 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権    126    155    109 

危   険   債   権    489    502    518 

要   管   理   債   権    152    244    204 

小 計    768    901    832 

正 常 債 権 11,297  10,829    11,213 

合 計 12,066    11,730 

 

12,046 

   

総与信に占める開示額の割合 6.37％ 7.69％   6.91％ 

    
  （注）上記の平成 18年 6月末の計数は､「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第 4条        

        に規定する各債権のカテゴリーにより分類しております。 

  算出方法については、平成 18年 6月 30日を基準日として「自己査定基準」に基づき自己査定を実施     

  して算出しております。 

  なお、計数については部分直接償却実施前の残高を記載しております。 

※ 債務者区分との関係 

   破産更生債権及びこれらに準ずる債権（実質破綻先、破綻先に対する債権） 

   危険債権（破綻懸念先に対する債権） 

   要管理債権（要注意先のうち、元本または利息の支払いが 3 ｶ月以上延滞しているか、又は貸出条件 

         を緩和している債権） 
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３．自己資本比率（国内基準）      【連結】       
                                                         （参考） 

 
平成18年9月末 
(予想値) 

平成18年3月末 
(実績) 

連結自己資本比率 8.3%程度 8.32% 

連結Ｔｉｅｒ1比率 6.0%程度 

 

6.03% 

  （注）上記予想値は、経営環境に関する前提条件の変化等に伴い変動することがあります。 

４．時価のある有価証券の評価差額    【連結】 
 ○ 評価差額                                       （単位：億円）        （参考）  （単位：億円） 

平成18年6月末 平成17年6月末 平成18年3月末 

評価差額 評価差額 
 

評価差額  
時価 

 うち益 うち損 
時価 

 うち益 うち損 
時価 

 うち益 うち損 
その他有価証券 3,226 6 140 133 3,359 77   100    23 3,311 51 185 133 
株式 314 123 134 11   268    62    74    12 360 171 177 6 
債券 2,904 △116 5 122 3,083    14    25    10 2,944 △120 7 127  
その他 6 △0 0     0     7     0     0 ― 

 

7 △0     0 0 

（注）   1 .「評価差額」及び「含み損益」は、取得原価と時価との差額を計上しております。 

         2 .  なお、満期保有目的の債券に係る含み損益は以下のとおりであります。 

     （単位：億円）       （参考）   （単位：億円） 

平成18年6月末 平成17年6月末 平成18年3月末 

含み損益 含み損益 
 

含み損益  
帳簿 
価額  うち益 うち損 

帳簿 
価額  うち益 うち損 

帳簿 
価額  うち益 うち損 

満期保有目的の
債券 1,356 △36     0    36 1,414     5     9    4 

 
1,281 △33 0   33 

 
 
５．デリバティブ取引  【連結】 
  (1) 金利関連取引                                     （単位：億円）      （参考）  （単位：億円） 

平成18年6月末 平成17年6月末 平成18年3月末 
区分 種類 

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 

取引所 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

店 頭 
金利ｽﾜｯﾌﾟ 
その他 

    0 
― 
    0 
― 
    0    
― 
    13 
― 
   △0 
― 
   △0 
― 

    0 
― 
    0 
― 
     0 
― 

 合計       0         △0 

 

       0 
   （注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 
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  (2) 通貨関連取引                                     （単位：億円）      （参考）  （単位：億円） 
平成18年6月末 平成17年6月末 平成18年3月末 

区分 種類 
契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 

取引所 通貨先物 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

通貨ｽﾜｯﾌﾟ ― ― ― ― ― ― 

 

― ― ― 
為替予約    14   △0   △0     28     0      0      31     0      0 店 頭 
通貨ｵﾌﾟｼｮﾝ ― ― ― ― ― ―  ― ― ― 

 合  計     △0        0          0 
   （注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 
  (3) 株式関連取引、債券関連取引、商品関連取引、クレジットデリバティブ取引 
    該当ありません。 
 
６．その他参考計数  【単体】 
   (1)  預金・貸出金残高                                                  （単位：億円） 

 平成18年6月末 平成17年6月末 増    減 

 預      金 16,717 16,694          23 

 法 人        2,786  2,711          75 
 個 人       13,607 13,646        △39  

 そ の 他          324    336        △12 
 貸  出  金 11,958 11,609         349 

 個 人 向 け        3,883  3,896        △13 
 中小企業向け  6,488  6,192         296  

 そ の 他        1,586  1,520          66 

 
 

(2) 預り資産等の残高                                                  （単位：億円） 
 平成18年6月末 平成17年6月末 増    減 

 投 資 信 託          908    590         318 
 個人年金保険    235    176          59 

 
 

                                                                                       以上                                                                              
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